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３ 余震の規模の設定のための本震と余震の規模の関係について 

 

本震と最大余震規模の差については，本震の規模に依存しないこ

とが知られている（古本（2005））。例えば宇津（1957）では，日本

で発生した地震について，本震，最大余震規模の差と本震規模の関

係を第 1 図のとおり示し，両者の関係は低いことを指摘している。 

したがって，本震規模を M0，最大余震規模を M1，両者の差を D1

とすれば，D1 は本震規模に依存しない定数になることから，最大余

震規模 M1 は下記の１次式で表現できる。 

M1＝M0－D1 

最大余震規模の評価式は，上式を当てはめた回帰分析により D1

を求めることで得られる（第 2 図）。このように，最大余震規模の

評価式は，地震学的知見を踏まえた上で定式化した。 

 

第 1 図 本震規模と最大余震規模の差と本震規模の関係 

（宇津（1957）に一部加筆）  

横軸：本震の規模  
縦軸：本震と最大余震の規模の差
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第 2 図 本検討における本震規模と最大余震規模の関係 

 

ここからは，本震と最大余震の規模の関係について，念のため 1

次式以外の式を用いた場合の確認を行う。ここでは，第 2 図のデー

タ分布形状を参考に 2 次曲線で回帰を行う。その結果を第 3 図に示

す。2 次曲線で回帰した場合，本震規模がマグニチュード 8 クラス

の後半あたりから最大余震規模の頭打ちが始まる関係となっている。

このような最大余震規模の頭打ちについては地震学的知見からは考

えにくく，このことを海外の巨大地震データも用いて検討した。検

討に用いた地震は第 2 図のデータのうち，本震および最大余震のモ

ーメントマグニチュードが得られている地震と，海外の巨大地震の

うち，本震発生と最大余震の発生間隔が概ね 12 時間以内の地震で

ある。これら地震の諸元を第 1 表に，また本震規模と最大余震規模

の関係を第 4 図に示す。同図から，最大余震の頭打ちは生じていな
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網掛け： M1（余震 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ）≧ M0（本震 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ）となる領域  
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いと考えられる。仮に最大余震規模の頭打ちがあったとしても，1

次式を用い，規模の大きな本震に対しても最大余震規模の頭打ち無

しとして評価を行うことは保守的な設定になる。 

以上のことから，最大余震規模の評価については 1 次式を用いる

ことが妥当であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

第 3 図 本震規模と最大余震規模の関係（2 次式） 
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第 1 表 過去の地震における本震と最大余震の関係（Mw） 

 
※  検討に用いる地震は，第 2 図のデータのうち，本震および最大余震のモーメントマグニチュー

ド が 得 ら れ て い る 地 震 と ， 海 外 の 巨 大 地 震 の う ち ， 本 震 発 生 と 最 大 余 震 の 発 生 間 隔 が 概 ね 12
時 間以 内の地 震であ る。 モー メン トマグ ニチュ ード （ Mw）は 気象庁 ，アメ リカ 地質 調査 所，防
災科学技術研究所が公表している値を参照している。 

 

 

 

 
※  2004 年スマトラ島沖地震（ Mw9.1）の震源域付近では 2005 年に Mw8.6， 2007 年に Mw8.4， 2012

年に Mw8.6 の地震が発生している。これらの地震を広義の余震と捉え，また Mw9 クラスの巨大
地 震に 対する データ は少 ない こと から本 震発生 から の経 過時 間の制 約を外 し， 最も 規模 の大き
い Mw8.6 を 2004 年スマトラ島沖地震（ Mw9.1）の最大余震とした場合を参考で示した。 

第 4 図 国内外の本震規模と最大余震規模の関係（Mw） 

 

本震 最大余震
No 発生年月日 震源 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 本震との

M0 M1 時間間隔
1 1952/11/04 off the east coast of the Kamchatka Peninsula, Russia 9.0 6.9 0.2 日
2 1964/06/16 新潟地震 7.6 5.7 0.0 日
3 1968/04/01 日向灘地震 7.5 6.8 0.3 日
4 1968/05/16 十勝沖地震 8.2 7.9 0.4 日
5 2003/05/26 宮城県沖 7.0 4.7 0.3 日
6 2003/09/26 十勝沖地震 8.3 7.4 0.1 日
7 2004/12/26 off the west coast of northern Sumatra 9.1 7.2 0.1 日
8 2007/09/12 southern Sumatra, Indonesia 8.4 7.9 0.5 日
9 2008/06/14 岩手・宮城内陸地震 6.9 5.5 0.0 日
10 2008/09/11 十勝沖 6.8 5.3 0.0 日
11 2010/02/27 offshore Bio-Bio, Chile 8.8 7.4 0.1 日
12 2011/03/11 東北地方太平洋沖地震 9.0 7.7 0.0 日
13 2012/04/11 off the west coast of northern Sumatra 8.6 8.2 0.1 日
14 2015/09/16 48km W of Illapel, Chile 8.3 7.0 0.0 日
15 2016/04/16 熊本地震 7.0 5.8 0.1 日
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網掛け： M1（余震 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ）≧ M0（本震 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ）となる領域  
 

            ※  
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５ 東北地方太平洋沖地震時の被害状況を踏まえた東海第二発電所の

地震・津波による被害想定について 

 

基準津波に伴う取水口付近の漂流物に対する取水性評価の実施に

あたり，2011 年東北地方太平洋沖地震時（以下 3.11 地震時という。）

の地震・津波による被害状況を踏まえ，地震・津波による東海第二

発電所の被害想定を整理した。以下に 3.11 地震時における東海第

二発電所及び甚大な被害を受けた東北地方の被害状況を示す。 

 

(1) 3.11 地震時の東海第二発電所における被害状況 

3.11 地震時の地震・津波による建屋等の被害状況を第 1 図に示す。

3.11 地震時の地震・津波により，津波遡上域の建屋本体の滑動など

は確認されていないが，鉄骨造建屋である輸送本部建屋の外装材の

破損やメンテナンスセンターのシャッターの変形，自動販売機の転

倒が確認されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 輸 送 本 部 建 屋 （ Ｓ 造 ）

津波による外装材破損 

②メンテナンスセンター（Ｓ造）

シャッター変形 

③メンテナンスセンター（Ｓ造）

自動販売機転倒 

第１図 3.11 地震時の地震・津波による建屋等の被害状況 

建屋等配置 

① 輸 送 本 部 建 屋  

② メ ン テ ナ ン ス

セ ン タ ー  

③ 自 動 販 売 機  

取 水 口  

放 水 口  
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（2）3.11 地震時の東北地方における建築物の被害状況 

3.11 地震時の地震・津波による被害の大きかった東北地方の被災

状況について整理した。 

3.11 地震時の東北地方における鉄筋コンクリート建築物の被害状

況を第 1 表に示す。「2011 年東日本大震災に対する国土技術政策総

合研究所の取り組み－緊急対応及び復旧・復興への技術支援に関す

る活動記録－」（以下「復興への技術支援に関する活動記録」とい

う。）によると，鉄筋コンクリート造の建築物については，所在地

によっては浸水深が 15m を超えるような規模の津波の襲来を受けた

建築物も存在し，壁面や窓等の損傷が確認されたが，このような大

きな規模の津波の襲来時においても建築物全体が滑動し，漂流する

ような事例は確認されていない。 

 

 

   

宮城県南三陸町  
鉄筋コンクリート造  
津波浸水深：15.4m 
 
 
【被害状況】  
構 造 的 な 被 害は 発 生 し て

いない。 参 考 資 料 ※ １  

宮城県仙台市  
鉄筋コンクリート造  
津波浸水深：5.0m 
（建築物内部）  
 
【被害状況】  
建 築 物 全 体 で は な く 外 壁

の み 破 壊 し て い た 。 参 考 資

料 ※ １  

公 営 集 合 住 宅（ 所 在 地 不

明）  
鉄筋コンクリート造  
津波浸水深：7.5m 
 
【被害状況】  
漂 流 物 の 衝 突に よ る ２ 階

壁 面 の 損 傷 が確 認 さ れ た

も の の ， 構 造的 な 大 き な

損 傷 は 確 認 さ れ な か っ

た。 参 考 資 料 ※ １  
参考資料※１ 「復興への技術支援に関する活動記録」による。  

第 1 表 3.11 地震時の東北地方における建築物の被害状況 

（鉄筋コンクリート造建築物の例） 



5－3 

 

「復興への技術支援に関する活動記録」によると，鉄骨造建築物

については浸水深によらず外装板が波力により破損し，漂流した事

例が確認された。津波の襲来により早期に外装板が破損し大きな波

力を受けなかったと推測される建築物については残存していたが，

外装板が破損する前に大きな波力を受けたと推測されるものについ

ては崩壊，転倒したものも確認されている。 

「復興への技術支援に関する活動記録」によると，木造建築物

については最大浸水深が 2m 程度以下の規模の地域ではほぼ残存し

ていたが，最大浸水深が 4m を超える規模の地域では流失する可能

性が高かった。 

また，3.11 地震時において東北地方の中でも特に被害の大きか

った例として南三陸町における建築物の被害事例について確認し

た。南三陸町における建築物の被害事例を第 2 表に示す。南三陸

町の被害事例のように浸水深が十数メートルを超えるような大規

模の津波が襲来した場合，「東北地方太平洋沖地震 宮城県南三陸

町被災状況速報」によると，鉄筋コンクリート造の建築物につい

ては柱，梁の損壊が確認された。 

「東日本大震災における鉄骨造建物の津波被害について」による

と，鉄骨造の建築物については波力により外装板のほとんどが脱落

流失していることが確認された。 
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構造：鉄筋コンクリート造  
規模：３階建て  
   （詳細寸法記載なし）  
 
【被害状況】  
柱，梁の損壊が確認された。 参 考 資 料 ※ ２  

構造：鉄骨造  
規模：３階建て  
   縦 11.4m×横 8.8m×高さ 10.9m 

 

【被害状況】  
外 装 板 の ほ と ん ど が 脱 落 流失 し て い る

ことが確認された。 参 考 資 料 ※ ３  

参考資料※２ 「東北地方太平洋沖地震 宮城県南三陸町被災状況速報」による。 

参考資料※３ 「東日本大震災における鉄骨造建物の津波被害について」による。 

 

（4）3.11 地震時の被害状況を踏まえた発電所敷地内及び発電所敷地

外における施設・設備の被害想定 

3.11 地震時の被害状況を踏まえ，地震・津波による発電所敷地

内及び発電所敷地外の施設・設備の被害想定を実施した。発電所

敷地内の建屋等については，3.11 地震時において地震・津波によ

る被害が特に大きかった南三陸町の被害事例のうち東海第二発電

所の建屋等と構造及び規模が類似する建築物の被害事例を参考と

して被害想定を実施した。建屋等に作用する波圧は浸水深に依存

して大きくなることから，高さを有する建築物は被害が大きくな

る傾向にあると考えられる。このことから，東海第二発電所の建

屋等の被害想定の実施にあたり，漂流物調査により抽出された建

物類のうち，防潮堤前面における津波水位が最も高くなる敷地前

第 2 表 3.11 地震時の南三陸町における建築物の被害事例 
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面東側に存在し，かつ最も高さのある鉄筋コンクリート造及び鉄

骨造の建屋等として第 3 表に示す建築物を代表とした。 

 

 

建築物名称 ロータリースクリーン室 メンテナンスセンター 

外観  

  

建屋等の諸元
構造：鉄筋コンクリート造  
規模：縦 21m×横 13m×高さ 11m

構造：鉄骨造  
規模：縦 34m×横 19m×高さ 11m  

 

建屋等の津波による被害に影響する波圧は浸水深に依存して大

きくなるため，高さの近い建築物の津波による被害は類似性があ

るものと考えられる。第 3 表に示す東海第二発電所の建屋等を対

象として，第 2 表に示す南三陸町の建築物の被害状況を参考に被

害想定を実施した。 

鉄筋コンクリート造の建屋等については，南三陸町における建

築物の被害状況を考慮すると，第 2 表の被害事例のように地震又

は波力により部分的に損壊するおそれがあるが，建築物が本来の

形状を維持したまま滑動若しくは転倒し漂流する被害には至って

いないことから，東海第二発電所の建屋等が本来の形状を維持し

たまま滑動若しくは転倒し漂流することはないと考えられる。ま

た，万が一滑動若しくは転倒が起こった場合においても建屋等は

重量物であるため漂流しないと考えられる。地震又は津波の波力

第 3 表 東海第二発電所の建屋等の代表例 
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により部分的な損壊が起こる可能性があり，損壊により生じたが

れき等については漂流する可能性がある。 

鉄骨造の建屋等については，南三陸町における建築物の被害状

況を考慮すると，第 2 表の被害事例のように波力により外装板が

破損するおそれがあるが，建築物が本来の形状を維持したまま滑

動若しくは転倒し漂流する被害には至っていないことから，東海

第二発電所の建屋等が本来の形状を維持したまま滑動若しくは転

倒し漂流することはないと考えられる。また，万が一滑動若しく

は転倒が起こった場合においても建屋等は重量物であるため漂流

しないと考えられる。地震又は津波の波力により部分的な損壊が

起こる可能性があり，損壊により生じた外装板等については漂流

する可能性がある。 

木造の家屋等については滑動が起こることは考え難く，万が一

滑動が起こった場合においても滑動した家屋等は津波の波力によ

り本来の形状を維持せず損壊すると考えられる。損壊により生じ

た木片，その他構成部材等については漂流する可能性がある。 

また，自動販売機などの比較的軽量な物品については津波によ

り漂流する可能性がある。 
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